
普及啓発

作業委員会関係

情報システム等

作業委員会関係

住民主体啓発

作業委員会関係

• フレイル予防住民啓発パンフレット及び説明問答集の監修につ
いてアドバイザリー委員会に諮る

• フレイル予防のポピュレーションアプローチを推進するための
職員用基本問答集案を精査する。

• アドバイザリー委員会の監修を経て、第２回推
進会議で啓発パンフレット等の正式決定を行い、
普及を図る。

• 職員用基本問答集を決定し、普及を図る。

第2回フレイル予防推進会議までの活動 第2回フレイル予防推進会議及び会議以降の活動

• フレイル予防啓発パンフレット及び説明問答集の案を活用し、
関係方面への説明等により、広報啓発を行うとともに、フレイ
ル予防推進会議の拡大呼びかけを各方面に行い、フレイル予防
推進会議の拡充を図る。

• フレイル予防推進会議の新たな構成員を承認す
る。

• フレイル予防推進会議及び同構成員が行う各方
面への普及活動の方針を決定する。

• 後期高齢者の質問票を活用した通いの場等での住民主体のフレ
イル予防のポピュレーションアプローチの手法の開発やモデル
的実践の検討を行う。

• これまでフレイルの概念を必ずしも用いていなかったが、住民
主体でのまちづくりの手法による介護予防のポピュレーション
アプローチを行ってきた自治体が、新たにフレイルの概念を導
入する場合のモデルな実践とその学びに取り組む。

• フレイル予防推進会議事務局が中心となってフレイル情報の収
集、解析等のシステムの開発検討を行う

• フレイル予防のポピュレーションアプローチの効果計測等につ
いて実践的な研究を行う。

• 情報システム等及び住民啓発に関する検討状況
をフレイル予防推進会議全体で共有し、同会議
としての取組方針を確認する。

• 確認した取組方針に基づき、フレイル予防のポ
ピュレーションアプローチの手法の開発やモデ
ル的実践等を進める。

【産業部会】
• 総合調整部会と連携しつつ、フレイル予防サービス振興会（仮
称）及び認証サービス制度の導入について検討する。

• フレイル予防サービス振興会（仮称）の設置等
についての検討状況を総合調整部会を通してフ
レイル予防推進会議全体で共有し、同会議とし
ての取組方針を確認する。

【行政部会】

【実行委員会資料２：別添】 当面の活動について
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